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論　文　の　内　容　の　要　旨

本論文は，1985年のプラザ合意以降の円高を背景に，中国における日系食品製造業の立地件数が急激に

増加していることに着目し，中国における日系食品製造業の立地選択要因を計量経済学的に分析した論文で

ある。主として，（1）省レベルの市場ポテンシャル変数とサプライアクセス変数が立地選択要因として有意

であるかどうか，（2）日系食品製造業の立地選択要因として産業集積変数が有意であるかどうか，を検証す

るとともに，（3）中国における日系食品製造業を国内市場向け食品製造業と海外市場向け食品製造業に分け，

立地選択要因の違いを明らかにすることである。

第 2章では，先行研究をレビューするとともに，新経済地理学（NEG）に基づいた企業の立地選択理論

モデルと実証分析で用いるネガティブ・バイノミアル（Negative Binominal）モデルを提示している。

第 3章では，中国における日系食品製造業の進出状況を統計的に解明するとともに，日系食品企業の立地

選択を伝統的な立地選択要因によりネガティブ・バイノミアルモデルを用いて実証した。推定結果から，市

場規模，港湾，インフラ，賃金，および改革開放政策などの環境経済要因が中国における日系食品企業にとっ

て重要な役割を果たしていることを明らかにしている。

第 4章では，省レベルにおける市場ポテンシャルとサプライアクセス変数を計測するとともに，それらの

変数が，中国における日系食品企業の立地選択要因として重要であることを解明している。

第 5章では，まず，中国における日系食品企業にとって外国直接投資の集積効果，日系企業の集積効果，

中国食品企業の集積効果，日系食品企業の集積効果，および日系食品系列企業の集積効果があるという 5つ

の仮説を提示し，次に省レベルと都市レベルのデータを用いてネガティブ・バイノミアルモデルにより実証

をしている。省レベルでは日系企業の集積効果，日系食品企業の集積効果が立地選択要因として有意ではな

かったが，都市レベルでは有意となり，その実証分析から，中国における日系食品企業は都市レベルで集積

していることを明らかにしている。

第 6章では，中国における日系食品企業を国内市場向け食品企業と海外市場向け食品企業とに分け，立地

選択の概況を明らかにするとともに，ネガティブ・バイノミアルモデルにより立地選択要因を実証した。そ
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の結果として，インフラと日系食品企業の集積効果が海外市場向け食品企業にとって立地選択要因として重

要であることを明らかにし，一方で，港湾，原材料の豊富さが国内市場向け食品企業にとって重要な役割を

果たしていることを明らかにしている。

以上を要約すると，市場ポテンシャル，サプライアクセス，および集積変数が立地選択要因として重要で

あるという新経済地理学の理論モデルから得られた結論を，実際の日系食品企業の立地件数，市場ポテンシャ

ル変数，サプライアクセス変数，および集積変数のデータを用いて中国における日系食品企業の立地選択要

因分析を行い，市場ポテンシャル，サプライアクセス，および集積変数が立地選択要因として極めて重要で

あるということを解明した点が本論文の優れたところである。

審　査　の　結　果　の　要　旨

中国における日系食品製造業の立地選択要因を計量経済学的に分析した極めて水準の高い論文である。本

論文は，中国における日系食品企業の立地選択要因分析を行い，市場ポテンシャル，サプライアクセス，お

よび集積変数が立地選択要因として極めて重要であるということを初めて解明した論文である。

本論文の理論性，そして実証分析の方法論に関して学術的意義は大きい。申請者の本論文に対する研究構

想力，目的を達成するための仮説の設定，実証モデルとモデルの分析結果，および研究成果のオリジナリティ

は博士の学位を与えるに相応しい高い学術水準に達している。

よって，著者は博士（学術）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。




